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平成16年 3月24日 
規 則 第 3 号 

  

改正 平成18年 3月24日規則第 8号 

平成19年 3月29日規則第 8号 

平成27年 8月28日規則第 5号 

令和 2年 6月 1日規則第 8号 

平成19年 3月29日規則第 1号 

平成22年 3月25日規則第 2号 

令和 2年 4月 1日規則第 7号 

令和 4年 3月 9日規則第 3号 

目次 

 第１章 総則（第１条－第３条）  

 第２章 予算の編成（第４条－第１０条） 

 第３章 予算の執行（第１１条－第２７条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、法令、条例又は他の規則に定めるもののほか、組合の予算の編成及び執行に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 法 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）をいう。 

 ⑵ 施行規則 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）をいう。 

 ⑶ 所属長 大川広域行政組合事務局の組織に関する規則（平成３年大川地区広域行政振興整備

事務組合規則第５号）に基づく事務局、大川広域行政組合会計管理者補助組織設置規則（平成

１６年大川広域行政組合規則第５号）に基づく出納係、大川広域行政組合さざんか荘管理規則

（平成９年大川地区広域行政振興整備事務組合規則第５号）に基づくさざんか荘及び大川広域

行政組合し尿処理施設設置及び管理条例施行規則（平成１１年大川地区広域行政振興整備事務

組合規則第１４号）に基づくし尿処理施設の各長（事務局にあっては事務局次長を、出納係に

あっては会計管理者をいう。）の職にある者並びに大川広域消防本部の組織に関する規則（平

成５年大川地区広域行政振興整備事務組合規則第１号）に基づく消防本部の消防長の職にある

者をいう。 

 （歳入歳出予算の区分） 

第３条 歳入予算は、款、項、目、節及び細節に、歳出予算は、款、項、目、事業項目、節に区分

して編成し、それに従って執行しなければならない。 

２ 歳入歳出予算の款、項の区分及び目並びに歳入予算に係る節及び細節並びに歳出予算に係る事

業項目、節及び細節の区分は、毎年度歳入歳出予算及び歳入歳出予算事項別明細書の定めるとこ

ろによる。 

３ 歳出予算の節の区分は、施行規則別記に規定する歳出予算に係る節の区分のとおりとする。 

４ 予算の編成その他必要があるときは、歳出に係る節について、別に定めるところにより細節を
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設けることができる。 

５ 特別会計の歳入歳出予算の款、項、目並びに歳入予算に係る節及び細節並びに歳出予算に係る

事業項目、節及び細節については、前３項の規定に準じて定める。 

   第２章 予算の編成 

 （予算の編成方針） 

第４条 事務局長は、管理者の命を受けて、会計年度ごとに予算の編成方針を定め、所属長に通知

しなければならない。 

 （予算に関する見積書） 

第５条 所属長は、前条の編成方針に基づき、その所管する事項に係る予算について、次の各号に

掲げる予算に関する書類（以下「見積書等」という。）のうち必要な書類を作成し、事務局長に、

その指定する期日までに提出しなければならない。 

 ⑴ 歳入予算見積書（様式第１号） 

 ⑵ 歳出予算要求書（様式第２号） 

 ⑶ 継続費見積書（様式第３号） 

 ⑷ 繰越明許費見積書（様式第４号） 

 ⑸ 債務負担行為見積書（様式第５号） 

 ⑹ 地方債見積書（様式第６号） 

 ⑺ 給与費見積書（様式第７号） 

 ⑻ 継続費執行状況等説明書（様式第８号） 

 ⑼ 債務負担行為支出予定額等説明書（様式第９号） 

２ 前項の見積書等には、事業の概要及びその効果等に関する説明を付するとともに、積算の基礎

となる必要な説明を加えなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか事務局長は、必要があると認めるときは、所属長に対し、資料の提

出を求めることができる。 

 （端数整理） 

第６条 １，０００円未満の端数を整理するときは、歳入にあっては切り捨て、歳出にあっては切

り上げるものとする。 

 （予算の査定） 

第７条 事務局長は、第５条の規定により提出された見積書等を調査検討し、必要に応じて、所属

長の意見を聴いて予算原案を作成し、管理者及び副管理者の査定を受けなければならない。 

２ 事務局長は、前項の査定が終了したときは、速やかに、その結果を所属長に通知しなければな

らない。 

 （予算及び予算に関する説明書の調製） 

第８条 事務局長は、前条第１項の査定の結果により予算及び予算に関する説明書を調製しなけれ

ばならない。 

 （補正予算等） 

第９条 所属長は、予算の調製後、予算の補正を必要とする理由を生じたときは、速やかに、事務

局長に報告しなければならない。 

２ 第４条から前条までの規定は、補正予算の編成に準用する。 
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３ 法第２１８条第４項の規定を適用する場合の事務手続については、前２項の規定を準用する。 

 （成立予算の通知） 

第１０条 事務局長は、予算が成立したときは、直ちに、会計管理者に通知するとともに所属長に、

その所管する事項に係る予算の内容を通知しなければならない。 

２ 前項の通知は、成立した予算書の送付をもってこれに代えることができる。 

   第３章 予算の執行 

 （執行方針） 

第１１条 事務局長は、当初予算が成立したときその他予算の適正かつ厳正な執行を確保するため

必要があるときは、予算の執行計画を定めるに当たって留意すべき事項（以下「執行方針」とい

う。）を所属長に通知するものとする。ただし、特に執行方針を示す必要がないと認めるときは、

この限りでない。 

 （執行計画） 

第１２条 所属長は、前条の執行方針に従って、速やかに、その所管する事業について、四半期ご

とに区分した年度間の歳入（歳出）執行計画書（様式第１０号）を作成し、事務局長を経て管理

者の承認を得なければならない。 

２ 前項の執行計画に係る事業のうち、管理者が指定するものについては、その内容を明らかにす

る資料を添付しなければならない。 

３ 第１項の執行計画は、次の各号に掲げる事項からなるものとする。 

 ⑴ 歳入予算を款項及び目節に区分して、それぞれの科目ごとの収入予定時期を定めること。 

 ⑵ 歳出予算を款項及び目に区分して、それぞれの科目ごとの支出予定時期を定めること。 

 ⑶ 歳出予算の配当の予定又は基準に関すること。 

 ⑷ 債務負担行為の執行予定及び一時借入金の借入れ予定に関すること。 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、予算の計画的かつ効率的な執行を確保するため必要な事項に関

すること。 

４ 事務局長は、第１項の管理者の決裁があったときは、その結果を会計管理者及び所属長に通知

しなければならない。 

５ 所属長は、執行計画に基づいて、予算の計画的執行に努めなければならない。 

 （執行計画の変更） 

第１３条 補正予算が成立したとき、又はその他の理由により、予算の執行計画を変更する必要が

生じたときは、前条の規定を準用する。 

 （資金計画） 

第１４条 事務局長は、第１２条の執行計画及び経済状況を勘案して、年度間の資金の収支に関す

る計画を定め、管理者に報告するとともに、会計管理者に通知しなければならない。 

 （予算科目の新設） 

第１５条 所属長は、予算の成立後、予算科目（目・事業項目・節・細節）の新設を必要とすると

きは、事務局長に申し出なければならない。 

２ 事務局長は、前項の申出により必要があると認めたときは、管理者の決定を受けて科目新設の

手続を行うとともに、その内容を当該所属長及び会計管理者に通知しなければならない。 

 （歳出予算の配当） 
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第１６条 歳出予算は、予算が成立すると同時（当初予算にあっては４月１日）に当該予算の執行

を所管する所属長に配当したものとみなす。 

２ 事務局長は、資金計画等の理由により、必要があると認めるときは、管理者の承認を得て、歳

出予算の全部又は一部を配当しないことができる。 

３ 事務局長は、予算の執行計画の変更その他の理由により経費の一部が必要でなくなったときは、

又は特定財源に収入不足が生じたときは、管理者の承認を得て、配当した歳出予算を減額するこ

とができる。 

４ 事務局長は、前２項による決定をしたときは、速やかに、当該所属長及び会計管理者に通知し

なければならない。 

 （支出負担行為手続） 

第１７条 所属長は、予算を執行しようとするときは、別に定める支出負担行為手続により行わな

ければならない。 

 （債務負担行為の執行） 

第１８条 予算に定める債務負担行為となる支出負担行為をするときは、所属長は、あらかじめ、

事務局長に協議しなければならない。 

 （歳出予算の流用） 

第１９条 所属長は、予算に定める歳出予算の各項若しくは目の流用又は歳出予算の事業項目若し

くは節間の流用を必要とする場合は、予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書（様式第１１号）

を事務局長に提出しなければならない。ただし、管理者が別に定める場合を除き、次の各号に掲

げる各節間の流用又は給料、職員手当及び共済費とその他の経費の間での流用はできないものと

する。 

 ⑴ 報酬 

 ⑵ 交際費 

 ⑶ 需用費（食糧費に限る。） 

 ⑷ 投資及び出資金 

２ 事務局長は、前項の規定により提出された予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書を審査し、

管理者の決定を受けなければならない。 

３ 事務局長は、前項の決定があったときは、予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書により、直

ちに、当該所属長及び会計管理者に通知しなければならない。 

４ 第１６条の規定により配当された予算は、前項の通知により変更されたものとみなす。 

 （予備費の充用） 

第２０条 所属長は、予備費の充用を必要とするときは、予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書

を事務局長に提出しなければならない。 

２ 事務局長は、前項の規定により提出された予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書を審査し、

意見を付けて管理者の決定を求めるものとする。 

３ 事務局長は、前項の決定があったときは、予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書により、直

ちに、所属長及び会計管理者に通知しなければならない。 

４ 前項の通知は、歳出予算の追加配当とみなす。 

 （弾力条項の適用） 
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第２１条 所属長は、その担当する特別会計について、法第２１８条第４項の規定による弾力条項

を適用する必要が生じたときは、弾力条項適用調書（様式第１２号）を作成し、事務局長に提出

しなければならない。 

２ 事務局長は、前項の規定により提出された弾力条項適用調書を審査し、必要な調整を加え、意

見を付して、管理者の決定を受けなければならない。 

３ 事務局長は、弾力条項の適用について決定を受けたときは、その旨を当該所属長及び会計管理

者に通知しなければならない。 

 （一時借入金） 

第２２条 一時借入金の借入は、管理者が会計管理者の意見を聴いて決定する。 

 （継続費逓次繰越及び繰越明許） 

第２３条 所属長は、継続費の年割額に係る歳出予算の支払残額を翌年度に繰り越して使用すると

き、又は繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越して使用するときは、繰越しをすべ

き年度の４月末日までに継続費繰越調書（様式第１３号）又は繰越明許費繰越調書（様式第１４

号）を作成し、事務局長に提出しなければならない。 

２ 事務局長は、前項の規定により提出された継続費繰越調書又は繰越明許費繰越調書を審査し、

継続費繰越計算書（様式第１５号）又は繰越明許費繰越計算書（様式第１６号）を調製して、管

理者の決定を受けるものとする。 

３ 事務局長は、前項の決定があったときは、直ちに、当該所属長及び会計管理者に通知しなけれ

ばならない。 

 （事故繰越し） 

第２４条 所属長は、その所管する事務事業のうち法第２２０条第３項ただし書の規定による歳出

予算の経費の繰越しをしなければならない理由が生じたときは、速やかに、事故繰越し申請書兼

調書（様式第１７号）を事務局長を経て管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の承認に基づく繰越しに係る経費について繰越額等が確定したときは、当該所属長は、繰

り越すべき年度の４月末日までに事故繰越し申請書兼調書を作成し、事務局長に提出しなければ

ならない。 

３ 事務局長は、提出された事故繰越し申請書兼調書を審査し、事故繰越し繰越計算書（様式第１

８号）を調製して、管理者の決定を受けるものとする。 

４ 前条第３項の規定は、前項の決定があった場合に準用する。 

 （歳入状況の変更の報告） 

第２５条 所属長は、国、県支出金、地方債（組合債）その他特定財源となる歳入の金額又は時期

等について、重大な変更が生じ若しくは生ずることが明らかになったときは、速やかに、事務局

長に報告しなければならない。 

 （予算を伴う条例等） 

第２６条 所属長は、予算を伴うこととなる条例、規則等を制定又は改正するときは、あらかじめ、

事務局長に協議しなければならない。 

 （公金の出納状況等） 

第２７条 会計管理者は、毎四半期の当初又は必要があると認めるときは、歳入の収納及び歳出の

支払の状況並びに公金の現在高及び運用の状況を管理者に報告しなければならない。 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成１７年度の予算から適用する。 

 （大川広域行政組合予算規則の廃止） 

２ 大川広域行政組合予算規則（昭和４７年大川地区広域行政振興整備事務組合規則第１２号）は、

廃止する。 

 （経過措置） 

３ この規則の施行の際、廃止前の大川広域行政組合予算規則の相当規定によりされた処分、手続

その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

   附 則（平成１８年３月２４日規則第８号） 

 この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年３月２９日規則第１号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１条、第２条、第４条、第１１条、第１３条、

第１４条及び第１７条の規則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、必要な修正を

加えた上で、なお当分の間使用することができる。 

 （大川広域行政組合予算規則の一部改正） 

３ 大川広域行政組合予算規則（平成１６年大川広域行政組合規則第３号）の一部を次のように改

正する。 

 〔次のよう〕略 

   附 則（平成１９年３月２９日規則第８号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年３月２５日規則第２号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 （様式に係る経過措置） 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の第１条から第４条、第６条、第１０条及び第１

１条、第１３条、第１７条及び第１８条、第２１条及び第２２条、第２４条並びに第２６条の規

則の規定により作成した様式で、現に残存するものは、必要な修正を加えた上で、なお当分の間

使用することができる。 

   附 則（平成２７年８月２８日規則第５号） 

 この規則は、平成２７年９月１日から施行する。   

   附 則（令和２年４月１日規則第７号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この規則は、この規則の施行の日以後に始まる会計年度に係る会計処理について適用し、同日

前に始まる会計年度に係る会計処理については、なお従前の例による。  

   附 則（令和２年６月１日規則第８号） 

 この規則は、令和２年６月１日から施行する。   

   附 則（令和４年３月９日規則第３号） 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。   

 



様式第１号（第５条関係） 

歳入予算見積書 

会計   

備

考 

 

款   

項   

目   

節   

細節 

金額（千円） 

前年度当初 

前年度現計 前年比 

印

字 臨経・財源・振替科目  積算基礎／充当先情報 

 【節合計】      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

１／ 頁 
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様式第２号（第５条関係） 

歳出予算要求書 

会計   

事

業

概

要 

 

款   

項   

目   

細目   

細々目   

区

分 

経費  性質  

臨経  振替  

歳入科目 細節名称 充当額 歳入科目 細節名称 充当額 歳入科目 細節名称 充当額 

 

【特定財源計】 

【一般財源計】 

【合   計】 

       

節           （千円） 前年度当初 

前々年決算 前年比 

積算基礎  （円）  積

上  細 節 説 明 金 額 規格／名称 単価 数量単位 金額 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

１／ 頁  
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歳出予算要求書 

会計   

 

款   

項   

目   

細目   

細々目   

区

分 

経費  性質  

臨経  振替  

節           （千円） 前年度当初 

前々年決算 前年比 

積算基礎  （円）  積

上  細 節 説 明 金 額 規格／名称 単価 数量単位 金額 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

／ 頁  
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様式第３号（第５条関係） 
継続費見積書（当初・補正） 

                                           所属機関                   

款  項  目  事業名  

区  分 事 業 内 容 見積額 

左の財源内訳 

積算の基礎 

国県支出金 地方債 その他 一般財源 

全体計画  
千円 千円 千円 千円 千円 

 

年 
割 
額 

年度        

年度        

年度        

年度        

年度        

事業概要        
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様式第４号（第５条関係） 

繰越明許費見積書（当初・補正） 
                                           所属機関                   

款  項  目  事業名  

事業内容 見積額 

左の財源内訳 

備    考 特定財源 
一般財源 

国県支出金 地方債 その他 

 

千円 千円 千円 千円 千円 

 

繰越理由  
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様式第５号（第５条関係） 
 

債務負担行為見積書（当初・補正） 
所属機関  

事務局長 事務局次長  係  長 

認 
印 事業名 款 項 目     

事  項 限度額 期  間 債 務 負 担 行 為 の 解 消 計 画 

 

千円 

自   年度 
至   年度 

年度 金額 

財  源  内  訳 

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 

 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 

事業費の積算根拠 財源歳出根拠 

説  明 

備考 「説明」は、「債務負担行為計画」についての説明であり、本事業の目的、債務負担の理由等を記入すること。 
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様式第６号（第５条関係） 
 

地 方 債 見 積 書（当初・補正） 

起債の目的 限度額 限度額の算出基礎 備     考 
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様式第７号（第５条関係） 
給 与 費 見 積 書（当初・補正） 

款  項  目  職員数  

区    分 見 積 額 前年度当初 比   較 説         明 

給     料 
千円 千円 千円 

 

職 員 手 当     

 

扶 養 手 当     

住 居 手 当     

通 勤 手 当     

特殊勤務手当     

期 末 手 当     

勤 勉 手 当     

児 童 手 当     

退 職 手 当     

     

時間外勤務手当     

共 済 費     

計     

 



大川広域行政組合予算規則 

 

- 8 - 

 

様式第８号（第５条関係） 
継 続 費 執 行 状 況 等 説 明 書 

款 項 事業名 年 度 年割額 

左の財源内訳 
前々年 
度末ま 
での支 
出 額 

前年度 
支 出 
(見込) 
額００ 

当該年 
度支出 
予定額 

翌年度 
支 出 
予定額 

翌々年 
度以降 
支 出 
予定額 

総額に 
対する 
進捗率 

特定財源 
一般 
財源 国 庫 

支出金 
県支 
出金 

地方債 その縦 

   

 
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ 

             

             

             

             

             

             

             

             

合  計              

事業概要等  
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様式第９号（第５条関係） 
債 務 負 担 行 為 支 出 予 定 額 等 説 明 書 

事業名 限度額 

前年度末までの
支出（見込）額 

本 年 度 支 出 予 定 額 翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額 

金 額 

左 の 財 源 内 訳 

期間 金額 

左 の 財 源 内 訳 

期 間 金 額 

特 定 財 源 
一般 
財源 

特 定 財 源 
一般 
財源 国 庫 

支出金 
県支出 
金００ 

地方債 その他 
国 庫 
支出金 

県支出 
金００ 

地方債 その他 

 千円 

 
自 
年度 

 
 
 
 
 
 
 
至 
年度 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

 
自 
年度 

 
 
 
 
 
 
 
至 
年度 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 
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様式第１０号（その１）（第１２条関係） 

歳 入 執 行 計 画 書 

所属機関                                                       （単位：千円） 

款 項 目 節 予算額 
第１・四半期 第２・四半期 第３・四半期 

第４・四半期 

（出納整理期間を含む） 

4月 5月 6月 小計 7月 8月 9月 小計 10月 11月 12月 小計 1月 2月 3月 4月 5月 小計 

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

                       

合 計                    
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様式第１０号（その２）（第１２条関係） 

歳 出 執 行 計 画 書 

所属機関          事業名称                                         （単位：千円） 

款  

予算額 

第１・四半期 第２・四半期 第３・四半期 
第４・四半期 

（出納整理期間を含む） 項  

目  
4月 5月 6月 小計 7月 8月 9月 小計 10月 11月 12月 小計 1月 2月 3月 4月 5月 小計 

節 

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

事業合計                    

（注） 事業ごとに１葉とし、２葉以上にわたって事業が続くときは、最終ページにのみ事業合計を記入すること。 
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様式第１１号（第１９条、第２０条関係） 

        会計 

予算流用（予備費充用）伺兼決定通知書 

執  行  機  関 
管理者 事務局長 事務局次長 所属長     係 長 係 

          

     

元号  年度  流用（充用）番号 
    

  

起 票 日 元号  年  月  日 出 納 機 関 
流用(充用)決定 元号  年  月  日 会計管理者  係 長  

会  計 
 

会計 
    

 流 用（充 当）元 流 用（充 当）先 

部  署     

予 
 
算 
 
科 
 
目 

款     

項     

目     

細目     

節     

細節     

執 
 
行 
 
状 
 
況 

予 算 現 額  Ａ 円 円 

負担行為済額  Ｂ 円 円 

予算残額Ａ―Ｂ(Ｃ) 円 円 

流用(充当)額  Ｄ 円 円 

流用(充当)後予算現額 A+D 円 円 

流用(充当)後予算残額 C+D 円 円 

流用（充当）額 円 円 

流用（充当）の理由  
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様式第１２号（第２１条関係） 
 

管理者 副管理者 事務局長 事務局次長  係 長 係 所属長  係 

起票   年  月  日 
決裁   年  月  日 

          

 
弾力条項適用申請書 

歳入                                                             （単位：千円） 

款 項 目 節 既定予定額 
弾 力 条 項 適 用 

説       明 
増加額 適用後の予算額 

        

計     

 
歳出                                       

款 項 目 節 

予 算 の 執 行 状 況 弾 力 条 項 適 用 

説   明 
既 定 
予算額 

支出済額 
支 出 
見込額 

予算残額 増加額 
左 の 財 源 内 訳 

適用後の 
予 算 額 

何 々 何 々 一般財源 

              

              

              

計           
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様式第１３号（第２３条関係） 
 

管理者 副管理者 事務局長 事務局次長  係 長 係 所属長  係 

起票   年  月  日 
決裁   年  月  日 

          

 
継 続 費 繰 越 調 書 

                                                       （単位：円） 

款  項  事業名  

目 節 
継続費 
の総額 

継続費予算現額 

支出済額 残 額 
翌年度 
逓 次 
繰越額 

左 の 財 源 内 訳 

予 算 
計上額 

前年度逓 
次繰越額 

計 繰越金 
特 定 財 源 

国 県 
支出金 

地方債 その他 
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様式第１４号（第２３条関係） 
 

管理者 副管理者 事務局長 事務局次長  係 長 係 所属長  係 

起票   年  月  日 
決裁   年  月  日 

          

 
繰 越 明 許 費 繰 越 調 書 

                                                       （単位：円） 

款  項  事業名  

目 節 事業費の総額 翌年度繰越額 

左  の  財  源  内  訳 

特  定  財  源 

一般財源 既収入特定財源 未収入特定財源 

何 々 何 々 何 々 何 々 
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様式第１５号（第２３条関係） 
年  度   継 続 費 繰 越 計 算 書 

                                         （単位：円） 

款  項  

目 節 事業名 
継続費の 
総  額 

年度継続費予算現額 
支出済額 
及び支出 
見込額０ 

残 額 
翌年度 
逓次繰
越額０ 

左 の 財 源 内 訳 

予 算 
計上額 

前年度 
逓次繰
越額０ 

計 繰越金 
特 定 財 源 

国 庫 
支出金 

県支 
出金 

地方債 その他 

               

               

               

               

               

               

               

               

               

計             

  年  月  日提出 

備考 １ 支出済額及び支出見込額の欄には、当該年度の支出済額及び支出負担行為済額で支出未済の金額を記入すること。 

   ２ 左の財源内訳欄には、継続費の翌年度逓次繰越額に充てるべき翌年度における財源の予定を記入すること。したがって、特定財源の欄

には、当該年度における継続費の特定財源のうち調定未済又は調定未納であって翌年度に繰り越すものを計上すること。 
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様式第１６号（第２３条関係） 
年  度  繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書 

                                         （単位：円） 

款  項  

目 節 事 業 名 金  額 
翌 年 度 
繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 

一般財源 
既収入分 

未 収 入 分 

何 々 何 々 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

計       

  年  月  日提出 

備考 未収入特定財源の欄には、調定未済額及び調定済未収入額を記入すること。 
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様式第１７号（第２４条関係） 
 

管理者 副管理者 事務局長 事務局次長  係 長 係 所属長  係 

起票   年  月  日 
決裁   年  月  日 

          

 
事 故 繰 越 し 申 請 書 兼 調 書 

                                         （単位：円） 

款  項  目  事業名  

節 
支出負担 
行為額 

左の財源 
支出負担 
行  為 
予 定 額 

翌年度 
繰越額 

左 の 財 源 内 訳 

繰越理由 
特 定 財 源 

支出済額 
支 出 
未済額 

既収入特定財源 未収入特定財源 
一般財源 

何 々 何 々 何 々 何 々 

           

 

合計           

 



大川広域行政組合予算規則 

 

- 19 - 

 

様式第１８号（第２４条関係） 
年  度  事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書 

                                          （単位：円） 

款  項  

目 節 事業名 
支出負担 
行 為 額 

左の財源 

支出負担 
行  為 
予 定 額 

翌年度 
繰越額 

左 の 財 源 内 訳 

説 明 
特 定 財 源 

一般財源 
支出 
済額 

支 出 
未済額 

既収入分 
未収入分 

何 々 何 々 

             

             

             

             

             

             

計           

年  月  日提出 

備考 説明の欄には、事故繰越しの理由を記入すること。 
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